
事 務 連 絡 

平成３０年７月３１日 

 

各都道府県・指定都市教育委員会学校主管課 
各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 

各 国 公 私 立 大 学 担 当 課 

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 事 務 局 
構造改革特別区域法第 12 条第 1 項の認定を 

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 
厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

 
 
                     

スポーツ庁オリンピック･パラリンピック課  
ス ポ ー ツ 庁 政 策 課 
文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課 
文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

文部科学省高等教育局学生 ･留学生課 

文 化 庁 文 化 部 芸 術 文 化 課 

  
 
 

2020年東京大会の開催におけるご理解・ご協力について 

 

 

 今般、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会（以下「組織委

員会」という。）より 2020 年東京大会の開催におけるご理解・ご協力のお願いが別添文書のと

おりありました。 
2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けてバス需要の調整及び交通

混雑の回避の課題があり、これに対して政府・東京都・組織委員会は三者連携して経済界への

協力要請も含め様々な検討を行っているところであります。オールジャパンでこれらの問題に

取り組むにあたり是非ともご趣旨をご理解いただけますようお願いします。 
また、このことを、各都道府県・指定都市教育委員会におかれては、所管の学校（専修学校・

各種学校を含む。以下同じ。）及び域内の市町村教育委員会に対して、各都道府県私立学校主管

課におかれては、所管の学校法人等及び学校に対して、各国公立大学担当課におかれては附属

学校に対して、構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第 1 項の認定を受け

た地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社等及び学校に対して、

厚生労働省の専修学校主管課におかれては所管の専修学校に対して、周知されるようお願いし

ます。 
 

【本件問い合わせ先】 

スポーツ庁オリンピック・パラリンピック課 

電話：03-5253-4111（代表）内線 3493 

殿 




